
改定日： 令和４年１１月１日 【未来社会創造事業（企業等）】

連番 区分 改定概要

1 企業等
参考様式

４
無人航空機登録申請依頼書（新

規・更新・抹消・変更）

【新規作成】
屋外を飛行させる100g以上の無人航空機（ドローン）は国土交通省への機体登録が必要となるが、当
該機体がJST帰属の取得物品または提供物品である場合はJSTにて登録を行うため、JSTへの提出
様式として本様式を新設

改定日： 令和４年１０月１日 【未来社会創造事業（企業等）】

連番 区分 改定概要

1
事業
固有
様式

経理様式
（未来１）

自己資金支出実績報告書
【修正】
覚書の契約番号を記入することを明記

2
事業
固有
様式

経理様式
（未来２）

自己資金導入状況確認報告書
【修正】
契約番号欄の削除、誤記の修正

改定日： 令和４年４月１日

連番 区分 改定概要

1
共通
様式

経理様式
５

返還連絡書
【修正】
本連絡書による返還は当年度契約分のみを対象としていることを明記

令和４年度 経理様式・知財様式 主な改定事項リスト

企業等

企業等

企業等
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連番 区分 改定概要企業等

2
共通
様式

経理様式
９

有形固定資産取得報告書

【修正】
他法人に対する会計検査院指摘を踏まえ、不課税取引等に係る消費税相当額を計上する研究機関の
場合、取得価額の算定にあたり、取得価額に含まれる不課税取引等（自社製造に係る労務費等を想
定）について消費税相当額を加える必要がある旨を追記

3
共通
様式

経理様式
１０

無形固定資産取得報告書
【修正】
同上

※上記の他、文意に大幅な変更の無い修正や年度表記の更新等があります。
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